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1 背景と目的

欧州では，欧州連合 (EU)の成立・拡大により物や人の往来が自由となり，法人や個人の資

産が周辺の軽課税国へ流出することとなった.そのため，課税制度が大きな研究テーマとなり，

特に，付加価値税 (VAT)に関しては 国境検査の簡素化などに起因する現状の税競争 (tax

com peti tion)から税協調 (taxharmonization)へと、のように移行させるべきか競争と協調とい

う相矛盾する視点の中で活発に議論されている:Maritin Jim白ez(1990)，Keen(1993)ヲLieret 

al.(1993)， F，伽etal. (1995)， Abraham(2000)， Haufler(2001) ， Hitirius(2002) ， Gandullia(2005) 

参照.また， OECD (国際協力開発機構)は，周辺諸国の税体系や財政へ悪影響を与えてい

る所得税・法人税・資産課税・相続税などの軽課税国を有害税制国としてタックスヘイブン

(租税回避地)として認定している:OECD(199S)，川田 (2000)，Gilmore(2002)， Hay(2002)， 

Persaud(2002) ， Mutti(2003)， Gandullia(2005)参照.

付加価値競争を理論的にモデル化しようとすると 越境購買を空間上で明示的に組み込んだ

定式化が必要で、ある.例えば， Kanbur and Keen(1993)では，線形市場にて面積や人口という

大きさが異なる国間の競争を定式化し，小国が低税率設定とし一人当たり税収をより多くあげ

ていることを理論的に導いている. Ohsawa and Koshizuka(2003)は，平面市場において同様

な結果を導いている.Ohsawa(19g9)では，線形市場に並ぶ複数国の競争を定式化し，均衡状

態ではU字型税率構造及びM字型税収構造が成り立つことを証明している.Ohsawa(2003)は，

Ohsawa(1999)のモデルを拡張し税率の上下限制限の効果を考察している.

このような地域関税競争問題は我が国でも徐々に注目されている:大津(2005).本格的な地

方分権時代に入り， 1998年には個人市町村民税の制限税率が廃止されるなど 地方自治体が各

種税率設定など財政政策に関し自由度を確保しつつある:沼尾 (2004).特に，道州制が導入さ

れれば税制を含む財政政策は道州に権限委譲されると言われている.一方で 地域間交通網の

整備や自動車の普及さらには情報通信技術の進歩により，住民生活圏の広域化が格段に進み，

自治体を越えて他の自治体で消費行動をし，結果として他の自治体へ納税するという状況が増

えつつある.自治体間には日本全体での位置や人口という不可抗力的な地域差(例えば，尾崎・

大津 (2005))があり，税競争の結果，これら地域差が新たな不均衡を生む可能性がある.現状

の財政危機を考えると，このような地域差や広域化の影響を考察することは重要で、あろう.

本研究の目的は，これらを明示的に取り入れて，もし仮に都道府県や道州が独自の判断で消

費税を自由に設定できるような分権を想定し，分権後の消費税競争の税率や税収を予測する.

現状の地理的関係を無向グラフで表現し，現状の人口や面積といった規模データをもとに，均

衡税率や均衡税収を求める.空間要素を明示的に取り入れた消費税競争に関しての実証研究は

著者らが知る限りにおいて見当たらない.また，モデルの構造をできる限り簡略化し，場所・
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規模・密度という地理的要因がどのように税率を変化させるのかについて分析の焦点を絞り込

みたい.また，既存理論モデルを活用すれば，理想的空間を想定し得られた知見との比較が可

能となる.そこで， Ohsawa(1999)やOhsawa(2003)で開発された既存の理論モデルを活用す

る.そして，税率や税収の平均値を求める.さらに，税率や税収に関して自治体間での差異が

大きければ，不均衡が生じたと見なすことができる.そこでそれらの格差も計算する.

地方制度審査会から答申されている道州制の導入が関心を呼んでいる.特に，区割りについ

ては，日本における政治・行政・経済の中心である東京都を南関東へ組み込むべきかそれとも

独立させるべきか関心を呼んでいる.地方制度審査会による各種区域割りに基づいた税競争の

結果を示す.また，小山 (2006)が指摘しているように，人口減少時代が2006年から始まった.

人口分布の変化が税収の空間配分にどのような影響を与えるだろうか.推定人口データを用い

た四半世紀後の 2030年時の結果も求める.

2 モデル

2.1 均衡税率

現実の自治体の隣接関係は二次元にネットワークとして展開しており，各自治体は線分の集

合からなる地域として捉えることができる.そこで， Ohsawa(1999)やOhsawa(2003)で開発

された既存の理論モデルを活用するために 自治体問の地理的隣接性を反映する無向グラフを

考える:例えば藤重 (2002).すると， Ohsawa(1999)やOhsawa(2003)のη国モデルは，ノー

ド数n，リンク数n-lのパス・グラフと見なすことができる.

本研究では，各自治体が税率を調整して当該税収を最大化するつまり，各自治体は税率を低

くすれば自分の自治体の住民みならず，グラフのリンクを通して他国の住民からの納税も獲得

できる状況を設定する.すると，税率を低くすると，グラフのリンクを通して周辺自治体から

多くの越境購買を獲得できるが単価そのものが低いので税額が伸びない.一方で，税率を高く

すれば，グラフのリンクを通して税が奪われ，こちらも税額が伸びない.つまり，各自治体とも

に適切な税額があるのである.どの自治体も他の自治体が税率を変えない限り最適となってい

る状態，ナッシュ均衡を求める.なお，このような領域全体で価格を変動させて市場を奪い合

うナッシュ均衡モデルは， Kanbur and Keen(1993)， Ohsawa(1999)， Ohsawa(2003)， Ohsawa 

and Koshizuka(2003)で分析されている.ただし，いずれも連続平面上での分析であり，複雑

な地理的関係を考慮することは困難であった.なお，立地均衡として点で価格変動をさせ市場

獲得競争するモデルとして，ホテリングの問題がある.この問題は地域科学の分野に置いて積

極的に研究されている:Hotelling(1929)， d'Aspremont(1979)参照.この問題をグラフの隣接
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上記のような面的にしかし，関係で定式化した研究として， Fik and Mulligan(1991)がある.

競争する状況を分析した研究ではない.

自治体自治体総数をnとする.第t自治体の人口を Pi'税率をおとする.グラフをもとに，

iから自治体jへの結合の強さをぬjを要素とする ηXn隣接行列(例えば，藤重(2002))で次

(t=17・・・?η;f=1，"・7η)

のように表現する:

自治体iと自治体jとにリンクがある

リンクが無い

自治体tと自治体jとの境界付近の利用者密度は一定と仮定し Pijとする.また，

どの住民もある商品を税率と交通費との和を最小とするという行動からー単位購入するとす

したがって，住民は他国る.完全競争を前提とするので価格は税率と一致することとなる.

への移動距離と比較して，自国と他国との税率差が大きい時に隣国で購買するメリットが生じ，

越境購買することとなる，図1のようにp 一つのリンクで結ばれている自治体iと自治体jとの

そのリンクにおいて自治体tから自治体jへ方向へ越境購買が発生聞においてち"2_tiの場合，

する.消費者が一様分布すると仮定し，単位距離当たりの移動費用を単位化するとしよう.す

つまり縦軸で表図1では，横軸で表現された越境購買が発生する領域の長さはち -ti， ると

、-r

l-

のことは，線分(一次元)空間 (Kanburand Keen(1993)， Ohsawa(1999)， Ohsawa(2003)) 

や有界平面(二次元)空間 (Ohsawaand Koshizuka(2003))における越境購買量と整合するも

したがって，越境購買量が税率差に比例することとなる.現されている税率差に一致する.

そのリンク上での越これらのモデルを含む一般的な定式化となっている.従って，のであり，

境購買人数は密度Pijとの積から Pij(tj-ti)となる.両自治体のリンクの本数は九であるか

自治体tから自治体jへら，

(i=Ir-vn;jzlγ・，η)dijPij(tj -ti)ぅ

..... ..，.. -・r;:;.
l-lーに，だけ越境購買が発生することとなる.

(i = 1，・・1n;j=13...3n)ωij三 dijPij，

Gri伍th(1987)，Odland(1988)や村山・尾野 (2006)で示さCli旺andOrd(1973)， と定義する.

ωijを成分とする nXn行列は，空間的相関係数を計算する際に必要な自治れているように，

体問の結合関係の強さを表現する行列と解釈できょう.

、も1
1
'
'

1
i
 

，，sa
，、、(i = 1γ・"，n) 

自治体tの商圏の長さ Diは，

Di = Pi十乞ωij(tj -ti) = Pi十三Wijtj一ωiti
j手i jヲt:i

これらの仮定から，
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(i口 lγ ・・ 3九). ωi2¥乞ωij，

だし，で表現できる，

(2) (i=l，".，n) 

自治体iが得る税収民誌

W444(R?…) IIi 

従って，

(iロ 1γ ・.，n) 

平方完成させると，

九+乞j戸時jち'¥2 I (Lj戸崎jち十九)2
2ωi ) I 4ωi ' 

となる.この式

，Y
む

/
'
2
2
1
1
¥
、

-
q
b
 ω
 

一一
.
今
bw
立

どの自治体も税~支を最大化となる.税収九は税率おに関して上に凸なニ次関数であるから，

ッシュ均衡で、の税率t;は，以下の条件を満たさなければならない:

(3) (i口 1，.・・，n). 2ω川口乞ωijtj+凡
jヲとえ

している状態，すなわち

なお，均衡条件。)は， Kanbur and Keen(1993) J Ohsawa(1999)， Ohsawa(2003)の拡張となっ

ている.行列やベクトんを用いると，均欝条件 (3)は次のように連立方程式と等価で、ある:

(4) At =b  

ただし，

九
九

一ω1η一ω122ω1 

2ω2 -W21 

b口A 

Pれ
…Wn-ln 2ω丸一l

2ωn -Wnn…1 一ωnl

均複税率はベクト)vt= A…lbで求められる.本研究では，行列Aを結合行.従っすと

ベクト)vbを規模ベクトルと呼ぼう.なお，平均税率[*及び搭差Dt*を

L
Z
x
一，M

Z
一

昨

…

m

~IJ ， 

一一
Lφ .，Ti
v
 

F、
リ
リ

4 

一一Dt* 

と定義す



税率

tj 1-一一一一一…抑制-1・-… H・H・-………っ:デ…

空間

i自治体

越境購翼地域

自治体境界
治体

留 1:税楚と越境議費量

2.2 均衝税収

(1)から，最適税率の必要条件 (3)は次式と等倍であい

Di =1三十L:Wijtj-ωitト ωiti， ( i口 lf・1ね) ( 5) 

となる. これを式 (2)へ代入することによち，

となり，

(r = Wi (ti)2 ， 日刈
D;や均衡税校日;を簡潔に表現できる.なお，

(6) 

Di(5)や均衡税収

日;(6)は， Kanbur and Keen(1993)， Ohsawa(1999)， Ohsawa(2003)の拡張となっている.

〈引から，均模における各自治体…人当たりの税攻守は次のように求められる:

π; 生(ti)2，
F ・

年 1γ ・・ 3札，). (7) 

税収の格差D1f*を以下のように定義し

D1f'" = 当
時

立
q
E
吋

X

一n
m
一m

た，地域全体の総説収はLi=lIIiであり，総人口は

における一人当たりの税収治は 以下のように詰る:

Piである.したがって，地域全体

ム _L 向
日ー

UZ221 
(8) 

Ohsawa(1999)で指摘されているように，小規模自治体があるとアンダーカットによ与均衡

が存在しない可龍性がある，本研究の目的は，都道府県や道州において，大まかな税均衡状態
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を求めることであり，そのために市場という空間を暖昧としている.アンダーカットの議論に

は市場の厳密な定識が必要である.また，都道府県や道州は語講に規模は小さくないーそこで，

アンダーカットが生じないという前提で今後論を進める.

3 都道府県関税競争

3.1 均衡解

2005年時点で都道清県間の接続関努として，函2のように陸続きであるかもしくは護梁やト

ンネルにて接続しているかどうかで定義する.つまり，隣接行列 Oijを次のように定義する.

… f 1 都道府県iとjとが接続している
(9) 

り…lO接続していない

し，この定義に従うと沖縄県誌どの都道府県とも接続しない.ゆえに分析対象外とし，残

りの46都道府県のデータを用いふ

次に，第i都道府県の人口，箇積をそれぞれれ，ぬとして平成 12年度国勢調査ヂータを利

用する:総務庁統計局 (2001)参照.そして，都道府県tとjとの越境購買を定める密度 Pijを

関都道府県全体の人口密度として次のように定義する:

(10) 

，規模ベクトルbでは都道府県人口九を利用する.これち実データを用いた状況を標準

ケースと呼ぶ:表1参照.

3.2 地理的要国の影響

標準ケースに加え，場所・規摸・縮度の影響を純粋に見るために，一様ケ…ス，近接考慮ケー

ス，人口者感ケース，密度考藤ケースの合計4つのシナリオについても連立方程式を解き，均

衡税率や均衡税収を計算する:表1参照.

都道府県の場所の影響を取り除くために接続関係としてどの都道府県も関ーの接続関係

を保有する状況を考える.これはグラフとして見ると，完全グラフに対応する:例えば，

(2∞2).ただし，日本全体の地域間近隣性の合計と間程度の近隣性を確保している状況を考え
るために，都道府県の組み合わせ総数が弘牛心であることに住意して， Oijの代わりと

E-2Liコ1I:j>i Oij 
v 一 括(九一 1)

、22
J

勾
2
・-
A

噌

2
ふ

J
g
a
zミ、

を用いる.
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次に，都道府県人口の影響を排除するためi乙人口の平均Pを

し，1ミの代わりに用いる.

L戸 1
n 

さらに，都道府県人口密度の影響を無視するために

セ止むこ1PtrE 
i 芝ぺ==1Si S 

を人口密度Pijの代わりに用いる.ただし，

s 乞i==lSi 
n 

一様ケースでは，結合行列，規模ベクトルともにすべての要素が等しくなり越境簸費は発生

しない.従って，どの都道府県も均横税率は同じとなるから，式 (5)かも，1三口 ωitiとなる.

って，

Pi Pi P S t;口」 z L 1 て口廿(詰to)ぅ ( i口 1，"'，n) (12) 
ωt 乞4ご 1Oi'i向。j5 0 

となり，tiは人口に控存しない.これをベンチマークとすることにより，場所・規模・密度と

いう地理条件の個々の影響を独立に抽出することできる.

近接考慮ケースにおける均衡解は，都道府県人口や器横の影響を取り除いており都道府県の

接続関係だけ組み込んだ均寵結果である.人口考議ケースの結果は，場所やネットワーク上の

密度を無視し都道舟県人口だけ組み込んで算出された均衡税惑や税i設である.務度考慮ケ…ス

は，一議ケースにネットワーク上の密度のみ組み込んだ分析である.

なお，結合行列ω討の絶対檀を具体化することや絶対値に意味を与えることは一般に国難で

ある.そこで，すべての場合の均衡税率を，均衡税率toとの比で基準化した上で表現する*

れぞれの場合の比表現された各均笥税率を比較することにより，蔀道府県の場所・規模・密度

の影響が分解可能となり.個々の要素の影響の大きさを把揖することができる.

式(りから，一議ケースでの…人当たり税~又可は，次のように得られる:

イ口;213口記事 (i=l，"'，n)・ (13) 
-

一入当たり税収に関しても問様にP 一様ケースの税技館toで基準化し表現する.

3.3 計算結果

標準ケースとおいて，連立方程式 (4)を解き求めた均衡税率の具体的数倍を表2に，視覚的

比較を容易にするために，それらを国北したものを国 3に示す.さらに，式 (7)や (8)を通し

ア
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ちれた，一人当たりの税収可やその平均値 7戸を表3及び図4に示す。表2及び図3に示

されている壊準ケースの結果から，以下の3点が読み取れる.第ーに，日本端部に位置する都

道府県で麓課税だが中央部ほど軽課税となる.これはOhsawa(1999)，Ohsawa(2003)が線分市

場で解析的に導出した，端部が高く中央部が低いというU字型税率構造と合致する.なお， U

字型税率構造は随感的に説明できる:Ohsawa(1999)， Ohsawa(2003)参黒.多くの地域と欝接

する自治体では県境で越境購買が生じ，強い競争庄力を受け必然的に税撃を下げなくてはなら

ない.…方で，日本端部では競争相手が少なく児所的な独占状態を事受でき税率を高く

る.

第二に税収でも関様な傾向が読み取れる.Ohsawa(1999)， Ohsawa(2003)は，理論的知見

として泣字型税収構造を去した.基本はU字裂ではあるが 最端部自治体と欝接する自治体で

最も税収が大きくなるという構造であり，これと整合する.詰字型税収構造については，次の

説明がある:大津(2005)参照.最端部自治体は局所的独占そ事受できるので高税率を保持する.

それらと隣按する自治体は，商税率でそれらから越境議員を獲得できるので税収を高水準

確保できる.一方で 市場中心の近くに佼寵する自治体ほど競争により税率が低くなり，結果

として獲祷税収が減っていく a

第三に，山梨県が最も低い税率を設定する.軽課程政策によち男留から を穫得する，

いわゆる，タックスヘイブンとなっている.これは，欧州においてんクセンブルク，アンドう

といった山間小闘が税率そ低く抑え慈境購買を引き出しタックスヘイブンとなっている状況と

しない:大課 (2005)参照.なお，日本の端に位置すること，人口密度が抵いことなどから，

北海道はほぼ独立した状態となっている.そむためか 税率が撞めて高い水準となっている.

3.4 地理的要因の分析

各ケースの結果も表 2と関 3とに示す.最初に，税率を近接・人口・窃度といった個別要盟

ごとに吟味する.近接考恵ケースの結果を還して，都道府県位震の影響そ純粋に見る.表2及

び毘3から，長崎，北滞道，佐袈，鹿児島，高知?膏森といった自本培部に位置する都道府県

で税率が高く， U字型税率構造がよち鮮明となった‘このように，場所という地理的要素の違

いだけで，地域間競争によち税率にアンバランスが生じることが明らかとなった.表3に示さ

れた平均税収点の値を見ると 近接考患では…様ケースより高い.地理差が生じると地域全

体での競争を緩和させると解釈できよう.

入口考慮ケースの結果を通して，都道府県人口の露饗のみを取ち出す.表 2及び図 3から，

東京，大絞，神崇)11，愛知といった人口の多い都道府県では税率が高くなることが分かる.こ

れは， Kanbur and Keen(1993)， Ohsawa and Koshizuka(2003)で証明した二毘モデルでの理

8 
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論結果と符合する.このことは次のように説明できる:大津(2005)参照.人口の多い自治体で

は，域外よりは域内からの税収が重要となるので税率を下げる必要性は無い;しかし，人口の

少ない自治体では域内よりは域外からの越境購買による税収が魅力的であり，税率を下げると

いう戦略を選択することとなる.こうして，人口という地理条件が税率に影響を与えることが

分かる.

密度考慮ケースから人口密度の影響を抽出する.表 2及び図 3から，北海道，岩手，秋田，

福島，長野といった人口密度の低い都道府県では均衡税率が高くなる.これは， Ohsawa and 

Koshizuka(2003)で提示された平面市場モデルで得られた，境界長での理論結果と符合する.こ

の結果は，密度が低いと税差がたとえ開いたとしても多くの越境購買を発生させず，結果とし

て税競争があまり作用しないことから生じたと解釈できょう.

次に，税収について分析する:表3及び図4参照.最初に 近接考慮ケースの結果を通して場

所の影響に着目する.これら図表から，長崎，佐賀，北海道，青森，福岡といった都道府県で

の税収は高くなる.特に，佐賀や青森は税率の結果と比較して，順位も相対的な値も高い.し

たがって， M字型税収構造がより明確となった.このように，接続関係という地理的要素の違

いだけで，税収が異なることが確認できた.

人口の影響のみに着目する.表3及び図4から，鳥取，東京，島根，高知といった大規模も

しくは小規模都道府県では一人当たり税収が高くなることが分かる.一方で，中規模の都道府

県では税収が少ない.Kanbur and Keen(1993)， Ohsawa and Koshizuka(2003)によると，一

人当たり当たり税収は，税率を下げるという意味で戦略的な政策を打ち出す小自治体が大自治

体より大きいことが証明されており，これと矛盾しない数値結果である.また，大口の多い自

治体での税収が多いことは，税率が高いことに起因する.一方で，中間規模の人口を有する都

道府県での税収が低い理由として，そのような規模の都道府県数が分布としてみると多いため

競争が激しく税率を低く抑えなければならないし越境購買量も少ない.結果として税収が少な

いと予想できる.

さらに，密度の影響を見ると，北海道，東京，大阪，神奈川，岩手，といった人口密度が極端

に低いもしくは高い自治体の税収が多い.これは人口密度が低いと，税差が越境購買量に与え

る影響は少なく，域内を囲い込み局所的な独占を享受できる.一方で、，人口密度が高いと，税

差が越境購買量に与える影響は大きくなり戦略に幅ができることとなり，結果としてより税収

を多く獲得できる.このように，都道府県の人口や密度が必ずしも単調に税収に作用しないこ

とは興味深い.
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表 2:均衡税率ti，平均値F及び格差Dt*

(%)) 
北J![ 1.00 2.76 1.53 (99.6) 
青森県 1.00 1.52 0.77 (100.1) 
岩手県 1.00 1.27 0.76 1.20 (98.5) 
宮城県 1.42 1.00 1.01 0.93 0.77 1.44 (101.9) 
秋田県 1.63 1.00 1.10 0.72 1.08 1.56 (96.2) 
山形県 1.08 1.00 0.96 0.73 0.97 1.05 (97.8) 
福島県 0.85 1.00 0.78 0.89 1.03 0.83 (98.4) 
茨城県 0.55 1.00 0.92 1.05 0.69 0.53 (97.7) 
栃木県 0.54 1.00 0.90 0.87 0.76 0.53 (98.1) 
群馬県 0.56 1.00 0.79 0.87 0.76 0.54 (97.1) 
埼玉県 0.43 1.00 0.71 1.76 0.52 0.43 (99.6) 
千葉県 0.45 1.00 0.94 1.58 0.57 0.45 (98.9) 
東京都 0.46 1.00 0.93 2.69 0.45 0.46 (99.9) 
神奈川県 0.46 1.00 0.95 2.04 0.48 0.46 (100.1) 
新潟県 0.98 1.00 0.81 0.95 0.94 0.97 (98.4) 
富山県 0.66 1.00 0.91 0.71 0.74 0.65 (98.4) 
石川県 0.68 1.00 1.10 0.72 0.73 0.68 (99.0) 
福井県 0.45 1.00 0.94 0.66 0.77 0.44 (98.3) 
山梨県 。‘28 1.00 0.82 0.67 0.77 0.27 (98.0) 
長野県 0.56 1.00 0.66 0.91 1.01 0.56 (98.5) 
岐阜県 0.61 1.00 0.73 0.89 0.91 0.60 (98.6) 
静岡県 0.64 1.00 0.91 1.19 0.70 0.62 (96.7) 
愛知県 0.92 1.00 0.89 1.78 0.54 0.93 (101.0) 
三重県 0.49 1.00 0.78 0.84 0.75 0.49 (100.0) 
滋賀県 0.49 1.00 0.90 0.75 0.71 0.53 (106.8) 
京都府 0.42 1.00 0.79 0.98 0.66 0.42 (100.8) 
大阪府 0.56 1.00 0.97 2.10 0.46 0.55 (99.6) 
兵庫県 0.65 1.00 0.89 1.51 0.65 0.66 (101.6) 
奈良県 0.37 1.00 0.96 0.77 0.69 0.38 (100.8) 
和歌山県 0.39 1.00 1.12 0.70 0.77 0.38 (98.0) 
鳥取県 0.48 1.00 1.01 0.62 0.75 0.47 (99.5) 
島根県 0.70 1.00 1.20 0.64 0.91 0.68 (98.1) 
岡山県 0.67 1.00 1.01 0.86 0.79 0.66 (99.5) 
広島県 0.81 1.00 0.95 1.03 0.77 0.81 (99.7) 
山口県 0.76 1.00 1.23 0.78 0.79 0.73 (94.9) 
徳島県 0.50 1.00 1.09 0.65 0.76 0.49 (98.4) 
香川県 0.57 1.00 1.20 0.69 0.62 0.57 (99.4) 
愛媛県 0.69 1.00 1.10 0.78 0.78 0.68 (99.3) 
高知県 0.91 1.00 1.55 0.65 0.92 0.92 (101.2) 
福岡県 0.88 1.00 1.22 1.41 0.58 0.88 (100.1) 
佐賀県 0.70 1.00 2.06 0.66 0.67 0.67 (96.0) 
長崎県 1.36 1.00 3.03 0.78 0.70 1.32 (96.7) 
熊本県 0.89 1.00 1.19 0.84 0.81 0.87 (98.2) 
大分県 0.77 1.00 1.29 0.73 0.83 0.74 (95.6) 
宮崎県 1.07 1.00 1.35 0.72 0.90 1.05 (98.9) 
鹿児島県 1.59 1.00 1.64 0.83 0.89 1.59 (99.9) 
平， t* 1.25 1.00 1.13 1.00 。‘80 1.24 (99.2) 

Dt・ 72.32 1.00 4.59 4.36 4.81 73.50 (101.6) 
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表 3:均衡税収付，平均値 7戸及び格差D7r*

也、oc
‘ユ， 比(%))

t~J旦 1.00 1.30 1.35 ( 99.7 ) 
青森県 1.00 0.74 0.73 ( 98.2 ) 
岩手県 2.38 1.00 1.21 1.12 0.84 0.84 ( 98.9 ) 
宮城県 1.36 1.00 1.03 1.01 0.69 0.68 ( 98.2 ) 
秩田県 2.39 1.00 1.20 1.19 0.79 0.79 ( 101.9 ) 
山形県 1.23 1.00 0.93 1.17 0.74 0.74 ( 100.0 ) 
福島県 0.83 1.00 0.92 1.02 0.77 0.77 ( 99.2 ) 
茨城県 0.50 1.00 0.84 1.00 0.69 0.68 ( 98.3 ) 
栃木県 0.53 1.00 0.81 1.03 0.69 0.68 ( 97.8 ) 
群馬県 0.58 1.00 0.77 1.03 0.69 0.68 ( 97.5 ) 
埼玉県 0.48 1.00 0.88 1.22 0.82 0.83 ( 98.5 ) 
千葉県 0.46 1.00 0.88 1.15 0.75 0.76 ( 99.6 ) 
東京都 0.42 1.00 0.86 1.64 1.12 1.16 ( 99.6 ) 
神奈川県 0.45 1.00 0.90 1.34 0.93 0.96 ( 98.8 ) 
新潟県 0.78 1.00 0.82 1.00 0.75 0.75 ( 98.0 ) 
富山県 0.72 1.00 0.83 1.22 0.66 0.65 ( 98.4 ) 
石川県 0.59 1.00 0.90 1.20 0.66 0.65 ( 98.6 ) 
福井県 0.55 1.00 0.88 1.42 0.66 0.65 ( 101.9 ) 
山梨県 0.87 1.00 0.83 1.37 0.67 0.66 ( 104.5 ) 
長野県 0.66 1.00 0.87 1.01 0.77 0.76 ( 99.1 ) 
岐車県 0.68 1.00 0.92 1.02 0.73 0.73 ( 101.8 ) 
静岡県 0.59 1.00 0.84 1.02 0.70 0.69 ( 99.9 ) 
愛知県 0.67 1.00 0.78 1.23 0.79 0.79 ( 99.8 ) 
三重県 0.64 1.00 0.92 1.04 0.68 0.67 ( 103.4 ) 
滋賀県 0.48 1.00 0.82 1.14 0.66 0.66 ( 100.3 ) 
京都府 0.56 1.00 0.93 1.00 0.68 0.67 ( 100.8 ) 
大阪府 0.47 1.00 0.94 1.37 0.98 0.95 ( 100.4 ) 
兵庫県 0.55 1.00 0.98 1.12 0.72 0.72 ( 100.2 ) 
奈良県 0.59 1.00 0.92 1.11 0.66 0.65 ( 98.2 ) 
和歌山県 0.59 1.00 0.94 1.25 0.67 0.66 ( 101.5 ) 
鳥取県 0.89 1.00 1.01 1.69 0.65 0.64 ( 101.0 ) 
島根県 0.72 1.00 1.08 1.48 0.71 0.70 ( 98.0 ) 
岡山県 0.64 1.00 1.01 1.03 0.69 0.69 ( 100.3 ) 
広島県 0.68 1.00 1.14 1.00 0.70 0.69 ( 98.5 ) 
山口県 0.84 1.00 1.13 1.09 0.69 0.68 ( 101.7) 
徳島県 0.75 1.00 1.19 1.42 0.66 0.65 ( 102.8 ) 
香川県 0.63 1.00 1.08 1.27 0.64 0.63 ( 99.2 ) 
愛媛県 0.69 1.00 1.21 1.10 0.68 0.67 ( 100.0 ) 
高知県 0.68 1.00 1.20 1.43 0.72 0.71 ( 100.1 ) 
福岡県 0.79 1.00 1.49 1.09 0.73 0.73 ( 97.1 ) 
佐賀県 1.33 1.00 2.13 1.37 0.64 0.63 ( 99.3 ) 
長崎県 0.92 1.00 2.30 1.10 0.66 0.65 ( 96.5 ) 
熊本県 1.04 1.00 1.41 1.04 0.70 0.69 ( 99.1 ) 
大分県 0.95 1.00 1.26 1.18 0.69 0.69 ( 101.0 ) 
宮崎県 1.08 1.00 1.37 1.20 0.72 0.71 ( 98.8 ) 
鹿児島県 1.14 1.00 1.34 1.05 0.72 0.71 ( 99.3 ) 
7r キ 1.24 1.00 1.09 1.21 0.74 1.17 ( 94.5 ) 

D7r. 26.77 1.00 2.97 1.69 2.03 26.79 (100.1) 
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4 道少1'1制

4.1 均衡解

2006年2月に第28次地方制度調査会にて，広域自治体の姿として都道府県を廃止し道州を配

置する道州制導入が提案された.これを契機に，道州制導入の影響に関する議論が活発となっ

ている.しかし，地方制度調査会で言及された「税源移譲」や「分権型社会での地方税」につ

いての具体的な議論は不足しているように思われる.そこで，もし，各道州が独自の判断で消

費税率を定めることができ税競争が生じた場合，どの程度税率や税収に変化が生じるであろう

か.この点について，モデルを用いて数値的に検証しよう.

表4で示されている区割り 3案が地方制度調査会から答申された.それぞれ， 9 道~\N ， 1 1 

道州， 1 3道州と呼ぼう.この区割りのもとで，税競争が行われた場合の，均衡税率や均衡税

収を求める.表4から分かるように， 9道州の北関東信越は11道州における諸道州を横断的

にまとめて，中国と四国とが一緒になっている. 1 1道州における東北と九州とが13道州と

ではそれぞれ二分割されている.論点として，都道府県から， 1 3道州 1 1道州さらには9

道州へと，自治体規模が大きくなるにつれて，税率や税収がどのように大きくなるのか，さら

にはどの程度税率や税収の格差が減少するのかなどがある.

また，東京都は，通勤や通学，物流の点で周辺地域との地理的関係も強い.しかし，政治・

行政・経済の中心の東京都を南関東から独立させるべきだという意見も多く，答申案でも，東

京都の位置づけが暖昧となっている.そこで，上記3案それぞれについて，東京都を独立させ

た9道州(東京独立)， 1 1道州(東京独立)， 1 3道州(東京独立)について，均衡解を計

算する.そして，東京都を南関東へ組み込んだ場合と独立させた場合との結果を比較する.

なお，結合行列Aの要素については，道州の内々の関係を除去してだけで作成した.したがっ

て，図5に示した9道州のネットワークのように，道州問においては複数本のリンクが存在す

る場合もある.また，道州人口は所属する都道府県人口の単純総和とした.なお，他の道州と

陸続きとならない沖縄をここでも考察の対象外とする.

4.2 分析

連立一次方程式 (4)から求められた均衡税率の結果を，区割り 6案ごとに表5と図6とに示

す.また，均衡税収の結果を，表6と図 7とに示す.

これらの図表から，少なくとも以下の4点が読み取れる.第一に，税率の結果である図6か

ら，北海道及び九州の税率が極端に高く 東北及び中国・四国が少し高く，地理的にそれらの

中間に位置する道州が軽課税という明確なU字型構造が確認できる.また，税収に関する図 7
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表 4:道州制の区域.東京独立では全て東京都のみを南関東から分離し一道州とする.
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表 5:道州制の均衡税率，平均，格差

道州 標準 標準 1

北海道

東北

北関東信越 1.50 1.22 
南関東 2.11 0.95 
(東京) 0.86 
中部 1.54 1.40 
関西 2.11 2.05 
中国・四国 4.09 4.07 
九州 14.12 14.11 
平均。 5.56 4.83 
格差Dt.. 10.26 17.71 
、、i 、
3旦 15.14 15.11 

東北 3.28 3.22 
北関東 1.39 1.24 
南関東 1.75 0.90 
(東京) 0.93 
北陸 1.20 1.16 
東海 1.27 1.19 
関西 1.72 1.69 
中国 2.96 2.95 
四国 2.15 2.14 
九州 13.00 13.00 
平均。 4.39 3.96 
格差Dt... 12.60 16.70 

ユ旦 19.17 19.16 
北東北 4.14 4.12 
南東北 1.73 1.68 
北関東 1.28 1.12 
南関東 1.70 0.88 
(東京) 0.91 
北陸 1.09 1.04 
東海 1.23 1.14 
関西 1.63 1.60 
中国 2.29 2.28 
四国 1.97 1.96 
北九州 5.42 5.42 
南九州 6.41 6.41 
平均P 4.01 3.67 
格差Dt.. 17.64 21.75 
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表 6:道州制の均衡税収，平均，格差

蓬-m
正寝蓮
東北 2.99 
北関東信越 2.76 
南関東 1.64 

(中東部京)
2.13 1.66 

関西 2.15 2.03 
中国・四国 4.31 4.25 
九州 8.26 8.24 
平均ir* 3.28 2.89 
格差D7r" 5.31 9.01 
、、J 、
ユ旦 8.49 8.46 

東北 2.67 2.58 
北関東 1.85 1.28 
南関東 1.43 1.07 
(東京) 0.94 
北陸 1.86 1.72 
東海 1.70 1.39 
関西 1.63 1.58 
中国 3.31 3.94 
四国 2.30 2.28 
九州 7.33 7.33 
平均ir* 2.76 2.58 
格差D7r* 5.95 8.97 
、 1豆 10.75 10.74 
北東北 4.47 4.43 
南東北 1.95 1.84 
北関東 1.60 1.08 
南関東 1.35 1.02 
(東京) 0.91 
北陸 1.55 1.43 
東海 1.58 1.29 
関西 1.47 1.42 
中国 2.44 2.42 
四国 1.94 1.92 
北九州 4.51 4.50 
南九州 5.56 5.55 
平均 7戸 2.46 2.25 
格差D7r. 7.95 11.82 
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九州 南関東

図 5:道州問ネットワーク (9道州)

から，北海道及び九州に加えて 1 1道州や 13道州では中国も高く， M字型構造が見て取れ

る.そして，税率と税収ともに，関東から中部，関西までほぼフラットである.

第二に， 1 3道州において東北から分割された北東北及び南東北での税率や税収の差異は大

きいが，反面，九州から分割された北九州と南九州との差異はさほど大きくない. 1 1道州に

おいて中国・四国から分割された中国，四国での税率や税収差は大きくなるが，北関東信越や

中部から分割された地域での差は大きくない.なお， 1 1道州や 13道州において中国と四国

との結果を比較すると 四国の税率の方が低い.地理的には端部ではあるが，人口が少ないた

めに税率を低く設定していると思われる.

第三に，表5や表6から，南関東道州から東京を独立させると，日本全体で税率や税収が低

い水準となることが読み取れる.特に，南関東の税率と税収は大きく減少し，結果として 11 

道州(東京独立)の平均税率が13道州の平均税率よりも小さくなっている.ただし，東京独

立ケースにおいて，南関東と東京都との差異はほとんど無い.

第四に，表7は都道府県の数値も含めた結果である.これらの数値結果を比較して，道州制が

進行するにつれて競争力が弱まり，回収される税収が増加することが読み取れる.一方で，道

州制が進行するにつれて北海道の税率や税収が下がり，税率格差格差Dt*や税収格差格差D7T*

の値も減少し格差が小さくなっている.このように，道州制の導入により競争状態は弱くなる

が，ある程度税収が担保できるし 公平性もある程度確保できることが数値的に確認できた.

5 将来人口

5.1 均衡解

人口予測データ(国立社会保障・人口問題研究所 (2004))によると，我が国の 2030年人口

は2000年人口と比較して l億2ヲ560.8万人から l億1，614.9万人へ大きく人口が落ち込む.比
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表 7:道州制と税率及び税収

税率 税収

区割り 平均P 格差Dt>l< 平均 7戸 格差Dn*
9道州 5.56 10.26 3.28 5.31 

1 1道州 4.39 12.60 2.76 5.95 

1 3道州 4.01 17.64 2.46 7.95 

9道州(東京独立) 4.83 17.71 2.89 9.01 

1 1道州(東京独立) 3.96 16.70 2.58 8.97 

1 3道州(東京独立) 3.67 21.75 2.25 11.82 

46都道府県 1.25 72.32 1.24 26.77 

46都道府県 (2030年) 1.24 73.50 1.17 26.79 
一

率で表すと， 7.14%減少する.ただし，均衡条件 (3)から分かるように，全国一律の値で人口

が減少すれば均衡税率は変化しなない.つまり，問題は人口の分布である.表8に示したよう

に，都道府県別に見ると，滋賀，神奈川 東京は人口増であるが それら以外の都府県はすべ

て人口減となる.なお， 2030年推定人口は千人単位で推計されているので，表8の増減も千人

単位で表している.絶対量 (2030年人口 -2000年人口)で見ると，大阪府で 11 4万人，北海

道で92万人の減少となる 相対比(認認歓日)で見ても，秋田，山口，長崎では8割を切

るほど人口が減る.そこで，人口予測データ(国立社会保障・人口問題研究所 (2004))を利用

して， 2030年における都道府県の税競争の結果を求める.

5.2 分析

2030年の人口予測値に基づいて得られた均衡税率と均衡税収との具体的数値を，表2と表3

に併記する.数値の求離をより明確にするために， 2000年比の値をパーセント表示する.また，

2000年の均衡税率や均衡税収と比較し図化したものを図8と図9に示す.ただし，これらの数

値は，比較のために 2000年一様ケースにて基準化した.

表2と表3から，次の点が読み取れる.第ーに，日本全体で見ると，人口減少時代により，税

率や税収が減ること.税率格差格差Dt*や税収格差格差Dn"はより一層拡大することが読み取

れる.第二に，都道府県別に見ると，絶対数及び総対数ともに人口増が最も高い滋賀県の税率

が伸びること.逆に大分県の税率が低くなること.税収では，三重県が最も伸び，逆に福岡県

が最も減少することが読み取れる.
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図 8:2030年推定人口による均衡税率
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表 8:人口増減の比較

絶対数 相対比率

順位 都道府県 順位 都道府県

滋賀県 187000 1 滋賀県 113.9 

2 神奈川県 134000 2 神奈川県 101.6 

3 東京都 86000 3 東京都 100.7 

4 埼玉県 ー21000 4 埼玉県 99.7 

5 福岡県 -31000 5 福岡県 99.4 

42 新潟県 幽365000 42 島根県 82.7 

43 広島県 ー369000 43 和歌山県 82.1 

44 静岡県 -437000 44 長崎県 79.0 

45 北海道 -915000 45 山口県 79.0 

46 大阪府 -1144000 46 秋田県 76.9 

6 おわりに

本研究では，想定しうる税競争の最も単純な近似として，消費税に関する自治体間競争が行

われナッシュ均衡がどのようになるのか，都道府県の場所や人口という地理条件から分析した.

さらに，地方制度審査会から答申されている道州制の導入の結果や，人口減少時代突入から四

半世紀後の 2030年の結果も求めた.そして，自治体の場所や人口といった地理的要因が税率

や税収にアンバランスの源泉になることを実証した.このように，地理的要因が地域間競争で

重要な役割を果たすことを示した.

今後の課題として，第ーに税率及び税収に関する地域格差を抑える制度として， Ohsawa(2003) 

において議論されたゾーン税率(上限値及び下限値の設定)などの税調和政策の効果に関する

分析がある.第二に，自治体の主張は選挙権を有する住民が納める税について税率を引き上げ

ることは訴えにくい.より現実の状況に呼応したモデルを開発したい.
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